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株式会社小松製作所（6301、東証第一部、機械、3月期）
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「連結業績予想および配当予想の修正に関するお知らせ」
（2020年７月30日開示）※抜粋

➢ 「未定」としていた業績予想を公表し、前提条件として、想定している地域別の需要回復時期に言及

➢ 需要回復を見込む背景として、具体的なデータに基づき顧客動向を説明

修正の理由

2020年5月18日に公表しました「2020年3月期決算短信〔米国基準〕（連
結）」において未定としておりました2021年3月期の連結業績予想について、現時
点で入手可能な情報や予測などに基づき算出した結果、以下のとおり減収減益を
見込んでおります。
建設機械・車両部門では、新型コロナウイルス感染拡大の影響による需要減少も

あり、減収の見通しです。伝統市場※は第3四半期より、戦略市場※は第4四半
期より、需要は回復基調に入ることを想定しています。一方、中国では、本年2月の
春節（旧正月）後の販売シーズンの後ろ倒しやインフラ投資などの景気下支え策
により、需要は堅調に推移すると想定しています。また、機械稼働管理システム
「KOMTRAX」から得られる車両稼働状況は回復基調であり、部品・サービスの需
要については本体需要よりも早く回復すると見込んでいます。
利益については、販売量減少および地域構成差、円高の影響により減益となる見

通しです。

※コマツにおける「市場」の位置づけ
伝統市場：日本、北米、欧州
戦略市場：中国、中南米、アジア、オセアニア、アフリカ、中近東、CIS

「2020年度 第1四半期 決算説明会資料」
（2020年７月30日開示）※抜粋
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オムロン株式会社（6645、東証第一部、電気機器、3月期）
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「2020年度 １Q決算 投資家様向け説明資料」（2020年７月28日開示）※抜粋

➢ 「未定」としていた業績予想を公表し、セグメント・分野別に前提とする事業環境について説明

➢ 地域別の見通しについて、感染症影響が生じる前の売上高を基準とした推移グラフにより説明
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サンケン電気株式会社（6707、東証第一部、電気機器、3月期）
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「2021年３月期 第１四半期決算説明会資料」（2020年８月４日開示）※抜粋

➢ 「未定」としていた通期予想を公表するとともに、足元の動向を踏まえ公表済の２Q予想を修正

➢ 市場別に業績予想の背景や前提条件の変更内容を説明しつつ、売上高の推移グラフにより四半期ごとの見通しを開示
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「2021年3月期第1四半期 決算説明資料」
（2020年７月29日開示）※抜粋

➢ 業績予想は引き続き「未定」としつつ、足元の動向について、店舗立地・アイテム
別の売上高前年比の推移等により説明

➢ 月次速報値の開示において、感染症の影響を踏まえた顧客動向や店舗の状況に
ついて継続的に情報提供

「2020年8月度売上速報」
（2020年９月１日開示）※抜粋
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➢ 業績予想は引き続き「未定」としながらも、一定のシナリオに基づく
収益影響見込みを開示

➢ 感染症による影響への対応として、費用削減の実績や、今後の更
なるコスト削減・投資抑制に向けた取組みについて説明

2． 新型コロナウイルス感染症による影響への対応

(費用削減)
・営業費用については減便による運航費用の削減や、人件費や広告宣伝費、IT経費な
どの固定費の削減により、前年対比で1,250億円減少しています。
・燃油費などの収入・供給連動費用(変動費)については、対前年減収額2,724億円の
約40%にあたる1,084億円を削減しました。
・人件費や広告宣伝費、IT 経費などの固定費については、前年対比では166億円減
少しています。一方、国際線の事業規模の拡大などに伴う費用増を見込んでいた当初
想定対比では290億円の削減となり、緊急対応策として定めた年間600億円の固定費
削減目標は、第1四半期ですでに約半分を達成しています。

(投資抑制)
・投資計画については、当初想定比で年間500億円の抑制を目標としていましたが、航
空機投資をさらに300億円抑制し、年間で計800億円の抑制を目指してまいります。

「2021年３月期第１四半期決算説明会資料」（2020年８月３日開示）※抜粋

３． JAL グループ連結業績予想について

(一定の旅客需要回復シナリオに基づく旅客収入の状況とそれらに伴う
利益変動の見込み)
・需要回復の見通しは不透明であり、見解を示せる状況ではないものの、
下図に記載した需要回復シナリオにもとづけば、今期の国際および国内
旅客収入の合計は、前年対比で35%～45%程度にとどまるものと見
込まれます。
・この減収に、他の収入の状況と固定費を含む費用削減を勘案した場
合、EBITベースで、連結売上収益の減収額の概ね5割程度の利益悪
化となることが見込まれます。


